


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ケース1 ケース2 ケース3 ケース4
?
α己＊
λ乞＊
貌＊
ア‘＊
0‘＊
0＊
　　　0．5
　1．98037
　6．96093
　586．3708
　54．4951
　531、8757
1，063．7515
　　　0
　1．90356
　6．81176
　583．6803
　53．7246
　529．9557
，059．9114
　　一〇．5
　1．98037
　6．96093
　586．3708
　54，4951
　531．8757
，063．7515
　　一〇．7
　2．06049
　7．12281
　589．1551
　55．2521
　533．9030
，067．8060
に対して，パレート優位なパフォマソスをもたらす。したがって，本人の責
任に属する項目だけでなく他人の業績項目をも評価対象に含める報酬関数
が本例におけるSBSになっていることが確認されるであろう。責任会計
の論理を無効とするようなかかる結果が生じた理由は次のように説明され
る。のの決定要因となるλ‘の3つの定式（11－17）（11－20）および（11
－22）を比較してみると，各々の業績情報のリスクの大きさ（分散）だけ
が異なり，ρのすべての値のもとで，（11－22）のσ己2（1一ρ2）がりおよび
σ包2を上まわらないことがわかる。リスクの最小性というこの事実がr己（κ1，
罪2）に対してセカンド・ベストの動機づけ能力を与えたのである。別言す
れば，κは，碗に関して，（κ1，κ2）の十分統計量になっていないと言うこ
とができ，また，ρキ0のとき，κ乞は（κ1，κ2）の十分統計量にならない，
ということができるのである。一般式で表わせば，∫＝1，2に対して，
アα乞（κ1，　κ21α）／∫（κ1，　κ21己z）キ∫α乞（κ1ごz）／！’（κ1α）　σ．θ．　1／ガ　　　（11－23）
となる一方，ρキ0のとき
　　ノ鋭（κ1，　κ21ぱz）／！（κ1，　κ2レz）キ！硯（κ乞［σ）／∫C『dα）　α．θ．　1／∫　　（11－24）
という関係が成立したから，プ盛（κ1，∫2）が，それぞれ，荻κ）および7乞（κの
に対して，強い意味でパレート優位なパフォマソスをもたらしたのであ
る。上記の2式は，いずれの亀を推定するにも，κ1と物の双方を知る
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のが有用であることを示す。双方の変数を評価対象に加えた結果パレート
優位な解が導かれたのはそのためである。
（b）この結論は，明らかに，前述した意味における責任会計の主張とは一
般的には矛盾を起こす。ただし，ρ＝0ときは，（11－24）と（11－23）は
いずれも不成立となり，κ昌よ（x1，κ2）の十分統計量となる。したがって，
このときにかぎり，責任会計の実践が組織効率性の実現を可能にすること
になる。それゆえに，この概念の有効性は，組織の全体業績κが相互に
独立な部分業績濁に分割できるという前提のもとで発揮される，と結論
づけられるのである8）。
（・）現実に，ρはいかなる値として生じるケースが多いであろう。個々の
管理者が完全に融離された条件下で営業活動を展開するのであれぽ，ρ二〇
は説得力のある仮定となろう。しかし，好況・不況といった国全体あるい
ぱ業界全体に共通する環境要因が強く支配するときには，部分業績に対し
て同一方向の影響が生じるものと思われる。したがって，その時にはρ＞0
となる。そこで，正の相関を念頭において，（11－21）の報酬関数の構造
を分析してみよう。変動部分の第1項にぱ正のサインがついているから，
報酬は自己の管理業績娩が高い値をとるほど増加する。こればごく当り
前の結論である。これに対し，第2項ぱ，負のサインがついているから，
これとは正反対の関係が成立する。つまり，第1項を一定とすれば，報酬
は，他の管理者の業績κノが悪くなるほど増加し，良くなるほど減少す
る。同僚（peers）との業績比較に基くこのような競争的9）な報酬体系は，
確かに，これまでの責任会計の主張とは相い入れない。しかしながら，こ
の種の報酬体系は実務のなかに広く定着しているとみることができるであ
ろう。なぜならば，この体系の基本的な構造を維持しながら，エイジェン
トの数ηを増やしていけ’ば，それは，平均実績を上回ったか否かという仲
間との比較をベースとする，われわれにお馴染みの相対的業績評価ルール
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に他ならなくなるからである1。）。
　ところで，以上に述べた競争的関係は，ρ＞0を前提にして生じる。した
がって，κブ〉わという事象の生起は，共通の環境要因θが良好であったと
いう認識を生むために，絢の評価にはマイナス材料となる。それに対し，
逆に，κブ〈彩なる事象の生起は，θの不良を印象づける結果，貌の評価に
プラス材料となるのである。1ρ1が1に近づくにつれ，環境要因と業績指
標の結びつきが強くなる結果，のの推定に伴うリスクが低下し，［ρ1二1
において，努力の観察可能性が保証されることになる。その場合の（11－
22）のλ‘は，第2項が零になるため，第2表のλに一致する。それゆ
えに，この場合には，FBSが実現される11）。
　以上によって，責任会計概念に対する検討を一応終えることにする。た
だし，ここでの論議ば，前述したように，各管理者の行動は他の管理者の
業績には直接的な影響は与えないという仮定に依拠して展開された。しか
し，多くの内部組織においては，様々の相互依存性が存在しているのが現
実であるから，より一般性のある議論を展開するには，この仮定を緩める
必要があろう12’。この点は次節のテーマである事業部制組織のもとで論議
する。
　（注）
1）責任会計の概念については，たとえば，A．　A．　A．，“Report　of　Comlnittee
　on　ManageInent　Accounting，”丁乃θ・46coμπ伽91～θ〃∫θω（Apri11959）P．212・
　Anthony，　R，　N．　and　J．　S．　Reece，1瞼”αgθ窺θπ’ノlcoo吻彦fπg－Tθκ’απ4　Cα3θ∫
　一，メヴ漉θ4．，1975，p．450．を参照されたい。
2）　ここでは確実性を仮定しているから，プリンシパルもエイジェントもリスク
　中立である。
3）　（11－10）の条件は，すべての業績項目κゐ（が）が相互依存性に基く外部性
　（externality）をもたないことを意味する。
4）Holmstromは，プリソシパルが存在せず，Σ7オ（κの＝κという予算均衡条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫＝1
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　件を解除できない組織においては，全体業績ではなく責任会計による業績評価
　が組織効率性の実現手段となることを証明している。cf．　Holmstrom，　B．，“On
　Incentives　and　Control　in　Organization，”Unpublished　Ph．　D．　dissertaticn，
　Graduate　School　of　Business，　Stanford　University（1977），　pp．194～208．
5）　これぽ，各管理者の行動が相互に独立していることを表わす不確実性下の条
　件式てあると考えられる。複数エイジェント・モデルのもとでは，エイジェン
　トが互い｝こ意思疎通を図り，結託（collude）してプリンシパルに対抗する可能
　性が生じる。ただし，本節では，このように各エイジェントの行動のは相互
　に独立であると仮定されるので，結託による便益は生じない。したがって．以
　下では，結託の可能性は無視することができる。
6）経営者が受けとる残余利益のバラツキはρの大きさによって影響を受ける。
　ただし，ここでは1プリソシパルはリスク中立と仮定しているから，この要因
　ぱ期待効用D計算にぱ中立的な影響しか与えない。したがって，彼にとって，
　パフォマンスはρの変化に対して一定となる。
7）　エイジェントの数πが増えるにつれ，責任会計の優位性が崩れる可能性はさ
　らに低下する。
8）Bailnan　and　Demskiは，各的が相互に独立な指数分布関数に従う場合を
　想定して数値解を導き，責任会計概念の優位性を論証している。Baiman，　S．
　and　J．　S．　Demski，　o♪．　c猷，1980，　p．198．
g）Holmstrom，　B，，“Moral　hazard　in　team，”B召πノ。多‘γ瀬J　o∫Eωπo〃3ガcs
　（Autumn　1982），　pp．334～335．彼は，各エイジェントがおかれている環境伏
　態θ6が独立的でない場合には，エイジェント間の相対的な業績評価が行われ，
　業績情報を活用する結果として，エイジエソト間に競争が生まれるという事実
　を指摘している。
10）　より厳しい競争ルールのもとでは，各管理者の絶対額としての業績値ではな
　く，順位（rank　order）が評価対象になることもある。　cf・Lazear・E・and　S・
　Rosen，“Rank－Order　Tournaments　as　Optimum　Labor　Contracts，”ノ。κ㍑αJ
　o∫Po〃ヴ。認Eご。πo彫ッ（No．51981）pp．841～864．
11）Holmstrom，　B．，ψ．読．，1982．　p．335，（注）16を参照されたい。
12）相互依存性が存在するもとでの責任会計概念のもつ困難1生については，小林
　哲夫稿「責任会計における管理可能性概念」国民経済雑誌，昭和59年，pp．19～
　37を参照されたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（未完）
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